
滋賀県  

1）モデル事業実施前の地域の  状況と課題  

（1）分娩を取り扱う病院t診療所■助産所数と各分娩数  

○平成17年分娩取り扱い施設数 病院（19） 診療所（24）助産所（7）  

○平成17年 分娩場所別出生数（滋賀県）人口動態統計より  

○病院（5595：43．4％） 診療所（7，217：56％）助産所（62：0．5％）   

その他（25：0．2％）  合計（12，899：100％）  

（2）地域の産科医療の状況と課題  

○産科医師不足の影響で相次ぐ産科閉鎖、縮小（過去5年間に8カ所、H19年度   

1カ所（予定））  

○医師1名の開業診療所が85％、高齢化傾向にあり医師の約7割が50歳以上  

○産科医師2名以下の病院が約6割  

○医師不足で過酷な労働状態（閉鎖周辺病院への影響も大きい）  

○高齢出産、不妊治療等によりリスクの高い妊婦の増加、低出生体重児も増加  

○病院、診療所、助産所との役割分担、安全性のレベルアップが必要  

○産科医療従事者の育成研修の必要性  

2）モデル事業実施後の状況  

（1）モデル事業開始による分娩数の変化（H18年12月末）  

①モデル事業実施前のセミオープンシステムでの分娩数 （報告なし）  

②モデル事業実施後のセミオープンシステムでの分娩数分娩件数（16件）   

登録件数（25件）   

＜こ内訳＞ 立ち会い分娩（6例） 産後の回診（5例）   

登録施設として助産所を含めているが、登録症例t分娩件数なし  

③モデル事業開始により病院から診療所に逆紹介した妊婦数（3件）  

（2）モデル事業を実施する上で工夫している点（今後必要と考える点）  

○住民への情報提供や妊娠リスク自己評価表の活用啓発等を推進  

○本事業に参加の診療所医師や利用者からの報告など、研修会等で本事業をさらに   

啓発していきたい  

○利用者側（本事業で出産された方）に対してのアンケートを実施し、事業評価を   
していきたい  
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（3）今後モデル事業を継続するための課題  

（4）その他  

OH18年オープン病院での分娩数の変化   

H17年（分娩数249件）→H18年（分娩件数275件）  

○逆紹介した妊婦数（11件）  

3）セミオープンの地域のオープン化に向けての課題  

○医療事故があった際の責任問題（契約等必要）現在は責任は病院  

○分娩を取り扱う産科診療所等（医師1名がほとんど）が参加していることから、   

現実的には分娩に立ち会うことは困難な場合が多い。  

○受け入れるオープン病院スタッフとの日頃の連携が必要  

○受け入れるオープン病院は診療所から距離的に近くにあることが必要  

4）オープン病院化を堆進するにあたり、国レベルで取り組むべき事項  
についての提言  

5）その他  

○他の地域へも普及させていきたいが、受入れ側となる病院が医師不足であり、現   

実的には拡大していくことは難しい。緊急的な医師確保対策と同時に機能させて   

いく必要がある。  

○ハイリスクを扱う病院と診療所との機能分担を明確にしていく必要があるが、ハ   

イリスク分娩加算が勤務医にも還元される仕組みが必要。  

○オープン病院ではリスクの高い妊婦が登録されるため、新生児の受入れベットが   

足りないと受入れが出来ない。NICUの収容が出来ないため、別病院に搬送となっ   

た事例もある。  
プンのい   

○参加医療機関との調整等、オー病院負担も大き   

（登録助産師より）  

○助産所で出産を希望する人は、家庭的な雰囲気の中、自然な分娩を望む人であり、   

低リスクのため、活用されにくいのが現状。  

（登録医師より）  

○日々診療に追われている中で、安全を重視している。リスクの高い人への対応と   

して．．開業医としてはオープンシステムの取組は心強い  

○利用者は立ち会ってもらえて、安心感があったと満足されていた。  
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平成19年3月2日  

於、厚生労働省内  

周産期医療施設オープン病院化モデル事業  

関係者連絡会議資料  

滋賀医科大学女性診療科・母子診療科  

喜多 伸幸、四方 寛子、望月 昭彦  

高橋 健太郎、野田 洋一  

滋賀医科大学医学部附属病院  

産科分娩取り扱い状況  

平成18年1月1日～12月31日  

総分娩数 275例  

総出産数 303例  

双胎：26例、三胎：1例  
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滋賀医科大学医学部附属病院産科オープンシステム  

登録産婦人科医師数  25名  

登録施設数  23施設  

登録助産師数  4名  

（平成18年12月31日現在）  

平成18年1月より、症例登録開始  
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症例  給介元医療施設   紹介日（平成18年）   診断名  妊娠リスクスコア   

A病院   】月丘日   妊娠Z左遵4日、既往帝王切開  3   

2  R病院   1月l，日   妊娠ヱ‘邁1日、隋帯付着部異常  

3  C産婦人科   1月25日   妊娠30週2日、高齢妊娠  ‘   

4  Dクリニック   2月】5日   妊娠H遇1日、低位胎盤、羊阪下血睡  j   

5  E医院   三月Z日日   妊娠2Z週1日、既往帝王切開  2   

‘  Fレディースクリニック   2月ヱ3日   妊娠1‘週5日、双胎妊娠（D－D）  7   

7  B病院   3月Z7日   妊娠ヱZ週2日、双胎妊娠（M－D）  7   

E  C産婦人科   ユ月1二I日   妊娠33遇ヱ日、IUGR？、胎盤石灰化  ユ   

，  A病院   ユ月21日   妊娠11週5日、子宮頚部細胞診異常  ヱ   

1什  B病院   4月10日   妊娠15週3日、DVT既往  4   

B病院   5月S日   妊娠15週3日、双胎妊娠（M－D，pi5COrdant）  S   

1Z  Dウリニック   5月，日   妊娠25遅1日、双胎妊娠（M－D）  6   

1ユ  C産婦人科   ‘月1！〉日   妊娠ユ5週1日、肥満、妊娠高血圧症候群  ヰ   

1ヰ  R病院   3月14日   妊娠ヱユ週1日、高血圧合併妊娠、肥満  4   

15  B病院   8月21日   妊娠20週ユ 日、VIiAC  Z   

16  B病院   8月21日   妊娠Zl漫三日、DM、高齢妊娠、肥満、習慣読産  1，   

17  Gウィルス■クリニック   ，月ヱ三日   妊娠ヱ7週1日．高齢妊娠、子宮筋腫、IW－ET後  ウ   

1き  Dクリニック   10月1（I日   妊娠17週ユ 日、品胎妊娠  S   

lり  Dクリニック   1【）月Zヰ日   妊娠27週0日、双胎妊娠（M－D）  ‘   

ヱ0  Gウィルスサ仁ック   10月27日   妊娠35遇3日、既往帝王切開  ヱ   

滋賀医科大学医学部附属病院産科オープンシステム登録症例－2  

症例  紹介元医療施設   紹介日（平成18年〉   診断名   妊娠リスクスコア   

2l  C産婦人科   11月‘日   妊娠28遇Z日、高齢妊娠、子宮筋腫   7   

Zユ  Dクリニック   11月14日   妊娠17週4日、双胎妊娠（M－D）   ⊃   

23  B病院   12月4日   妊娠35遅三日、第一子死産、前回早産   ‘   

Z4  Iルアィ一入クリニック   12月6日   妊娠3‘週ユ日、前回圧壁血睡   

Z5  B病院   12月三三日   妊娠1，道三日、既往帝王切開   Z   

登録症例：8施設25症例  

妊娠リスクスコア：6．02±3．60  
産科領域における安全対策に関する研究  
「妊娠のリスク評価」平成17年4月  

主任研究者 中林 正雄  
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滋賀医科大学医学部附属病院  
産科オープンシステム分娩症例－1‘症例 坦∈班邑壁産地  

診断名   分娩臼（遅数）   
出血量（由  

分娩様式  児体重（幻  APスコア   （羊水込み）  登録医の 立ち会い   

妊娠30遅三日、高齢妊娠   3月ヱ1日（ユ＄遅三日）  帝王切開   Z7，4  ，／10   730   （⊃   

妊娠ヱ＄遵4日、既往帝切開   ユ月Z9日（ヰ0週エロ）  経提分娩 （VBAC）   Z，8丘  タ／，   7ユS  

妊娠2‘週1日、臍帯付着部異常   4月5日（37週0日）   帝王切開   ヱ，，ヰ  ，／，   1030  →（産後の回診）   

妊娠ユユ週2日、ItJGR？、胎盤石灰化  5月5日（40遅‘日）   経蛙分娩   31‘6  9／l小   ヰSO   0   

妊娠ヱ3遅1日、低位胎盤、草陰下血腫  5月14日り5週5日）  経l窒分娩   三豊担  旦上ヱ   1002  

丘月13日（ユ8遅1日）  帝王切開   Z，1ヰ  ＄／，   9，g  ー（産後の回診）   

妊娠1‘週5日、双胎妊娠（D－D）   7月1ユ日（j石遅5日）  帝王切開   ZZ70  1151）  

旦阜！呈   

妊娠35遇1Eし肥満、妊娠高血圧症侯群  7月2夕日（48週6日）  経応分娩   ユ7‘宮  8／タ   ‘00  ー（産後の回診）   

妊娠22週2日、双胎妊娠（M－D）   含月17日（31週2日）  帝王切開   旦ユ！旦  15（；0  －（産後の回診）   

妊娠高血圧症侯群  旦些担   

妊娠＝1遅5日、子宮頚部細胞診異常  9月13日（39遇丘日）  経蛙分娩   妊娠三三漫1日、既往帝王切開  ユ1Sヱ  7／，   引用  

診断名   分娩日（過敏）   分娩様式  児体重（g）  APスコア  出血量（g） （羊水込み）  登録医の 立ち会い   

妊娠15週3日、DVT既往   9月17日（3S週ユ日）   経壕分娩   Z7ヱ8  9／9   507   ー（産後の回診）  

妊娠35週3日、既往帝切開   11月15日（3＄週1日）  帝王切開   ヱ，OZ  ，／，   570  

妊娠Zl遵三日、高齢妊娠、Dhl，、肥満   1三月13日（ユ7週4日）  帝王切開   270＄  ＄／，   
1：亡15   

習環流産  
（）  

妊娠27週1日、高齢妊娠、子宮筋睦 1VF ヱ‘7‘  ，／9   750  
－ET後   

l妊娠ヱ3遅1日、高血圧合併、肥満  1三月ヱ0日（40遅1日）l 経佳分娩 l ヱ70Z    l 7／9  l ヰ05  l－（産後の回診）   

妊娠Z7週○日、双胎妊娠（M－D）  1三月ヱ7日（ユ‘週1日）  

経陸分娩：7症例、帝王切開分娩：9症例  
出生子数：19例  

NICtJ管理：6症例（単胎：1症例、双胎：3症例）、  

1例先天性胆道拡張症  
分娩時総出血量：907±302mI、輸血症例なし  

オープンシステム登録医の立ち会い：3症例、産後の回診：6症例  
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院外母体搬送症例（11症例）  

搬送先施設（5施設）  

妊娠31遇5日、品胎妊娠、切迫早産  

妊娠35遇1日、ⅠVGR  

妊娠31過0日、切迫早産  

妊娠30遇2日、双胎妊娠（D－D）、切迫早産  

妊娠35遇2日、双胎妊娠（D－D）、PROM  

妊娠34遇3日、卿  

妊娠33過3日、蜘ROM  

妊娠32週3日、双胎妊娠（D－D）、1児心奇形  

妊娠30遇0日、IUGR   

妊娠31週1日、PⅡⅠ  

妊娠33週1日、ⅣGR、18trisomy、羊水過多症  

大津赤十字病院  

済生会滋賀県病院  

大津赤十字病院  

大津赤十字病院  

大津赤十字病院  

近江八幡市民病院  

近江八幡市民病院  

京都大学病院  

近江八幡市民病院  

宇治徳洲会病院  

大津赤十字病院  

滋賀医科大学医学部附属病院産科オープンシステムの問題点  

（⊃産科チープンシステム登録症例と紹介症例との境界が千明瞭0  

（⊃分娩室入室の時期など、分娩の取り扱い方法の相違。  

（⊃分娩時立ち会いの可否   

登録医のほとんどが自施設にて分娩を取り扱っているため、分娩時   

の立ち会いが困難となるケースがある。   

（⊃NICUの収容能力の限界   

NICUベッド数：6床 GCUの併設がないため、収容能力に限界が   

あり、院外母体搬送症例を余儀なくされる。  

48   



まとめ  

（⊃平成18年1月より滋賀医科大学医学部附属病院産科オープンシステム   

を開設し、12月31日まで医師：25名（23施設）、助産師：4名の登録があ   

った。  

（⊃平成18年12月31日までに25症例が登録され、既に16症例が無事出産さ   

れた。  

経膣分娩：7症例、帝王切開分娩：9症例  

NICtT管理：6症例（単胎：1症例、双胎：3症例）  

オープンシステム登録医の立ち会い：3症例、産後の回診：‘症例  

（⊃産科オープンシステム登録症例と紹介症例との境界が不明瞭、分娩の取   

り扱い方法の相違、分娩時立ち会いの可否などの問題点も明らかとなっ   

た。  

（⊃NICIJの収容能力にも限界があり、登録開始後、院外母体搬送症例が   
11症例存在した。  
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広島県  

1）モデル事業実施前の地域の状況と課題  

1J・・て．  姓槻  分軌  分娩I弔うよ   

丘造成ち  
A  D   に片す石  

⊇轄発願  ％ くB／A  業欄録翫快  ％（CJA  
★100〉   葡こ C   ★10D〉  

讐l甘  
常 田  い沌〉   

J有戸完   44   37   84．1   ヨ5   79．5  12，683   49．4   

喜今療：所   106   93   日7．7   40   37．7  12．955   50．4   

且わ産所   20   7   35．0   4   20．0   61   0．2   

芹蓋姿丈   170   1ヨ7   80．6   79   46＿5  25．699   100．0   

俺柵  妊榔  分艶  分軌棚  
に射すモ．  

∧  
．■ ′二 r∫下 ■  ％〔日JA  菓掩閻  ％ tCJA  D   割甘  
う麦  田   ★100〉   】象  C   ★100〉  （％〉  

15   14   93．3   13   86．7   6ノ002   59．9   

所   51   41   召0．4   14   27．5   3J979   39．7   

8   2   25．0   2   25．0   40   0．4  

74   57   77．0   29   39．2  10．021   100．0  

撞 広一島特．脚亮1芋舶用盟ほ集会場≡円－』羅静持＝申】■アンケ・一卜註耳4罰古殿に上 市  
施a；日東：平脱18年1q月■1日現在  
・；｝射臼きこ：恥捉1丁年¢JtF数   

（2）地域の産科医療の状況と課題  

（弧行政および産科医療機関の視点  

○広島県全体では，産科・産婦人科を標模する病院，診療所のうち，妊婦健診を行   

っている施設は80．6％となっており，分娩を扱う施設は46．5％で半数に満たな   

い状況である。分娩件数の妻り合は病院と診療所はほぼ同じで，助産所の分娩割合   

はわずか0．2％である。  

○オープン化モデル事業を実施している広島市では，妊婦健診及び分娩を行なって   

いる施設の割合が県平均よりともに低く．特に診療所において低くなっている。  

○分娩を扱う施設は都市部に集中し，中山間地域には不足しており地域偏在がみら   

れる．）都市部においても分娩を取り扱わない診療所が多く，分娩を取り扱う病院，   

診療所においては産科医師不足もともない産科医師の過重労働が問題になって   

いる。   

さらに，産科医師の高齢化，看護師の内診問題などの影響で，分娩の取り扱いの   

中止を検討している診療所がいくつかあり，近い将来分娩を扱う診療所は確実に   

減少する見込である。  

○産科を志望する医師は，本県においても少数で，その多くが女性医師であるとい   

う点は全国的な傾向と同様である。  

○産科医師不足及び分娩取り扱い機関の減少・地域偏在に対して，広島県地域保健   

対策協議会（県，医師会．広島大学等で構成）において，産科医療資源の集約化・  
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重点化など産科医療提供体制の確保に関して検討中であり，平成19年度中には   

集約化・重点化計画の最終案が出される予定である。  

○県内唯一の医師養成機関である広島大学医学部が主体となって，広島県地域保健   

対策協議会と連携をとりつつ，医師の再配置を検討中であり，産科医師は最優先   

課題として今年度中にも中間案が出される予定である。その結果は，分娩取り扱   

い病院の集約化という形になり，いくつかの病院で分娩が中止される可能性があ   

る∫。  

○県立広島病院では，予想される分娩数の増加に対応するため，本年度から産科，   

新生児科の増床に向けた改修工事に着手する。  

2）モデル事業実施後の状況  

（1）モデル事業開始による分娩数の変化  

①モデル事業開始前のセミオープンシステムでの分娩数 0件  

②モデル事業開始後のセミオープンシステムでの分娩数 2件   

（平成18年12月現在の各年度別の件数）  

③モデル事業開始により病院から診療所一助産所に逆紹介した妊婦数 0件   

■ 各件数の考え方   

○事業前の分娩数：0件（オープンモデルの考え方での事例はなし。通常の紹介  

件数はあり。）   

○事業開始後の分娩数：2件（妊娠初期に一旦当院を受診し，その後診療所で健  

診を継続，分娩は当院で行った事例。）その他．妊娠後期にクリニックから分  

娩目的で紹介され，分娩に至った件数は多数あり。   

○診療所一助産所への逆紹介件数：0件（当院に初診した患者に，オープ ンモデ  

ルについて妊婦へ説明した後に．登録医療機関へ健診を継続するよう勧めた事  

例はない。）  

（2）モデル事業を実施する上で工夫している点  

○ヲつの登録医療機関を集めて「意見交換会」を実施した。（Hl臥6．22）  

○登録医療機関とオープン病院の妊婦情報共有化のため，「妊婦管理マニュアル」，   

「妊娠経過表」の様式を作成した。  

○妊婦，一般住民向けの普及啓発用パンフレット 病院に掲示するポスターを現在   

作成中である。18年度内に完成の予定。  

（3）今後モデル事業を継続するための課題  

○モデル事業の運営に関する協議会や周産期医療施設のオープン化の推進方策（県   

内の他の地域での実施に向けた協議など）オープン病院化連絡協議会の開催につ   

いて、委員の報償金は補助金に含まれないため、登録医療機関との勉強会とオー  
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プン病院化連絡協議会の委員幸酎賞金は全て病院独自の予算で対応となっており  

ます。  

オープンの地域のオープン化に向けての課題  3）セミ  

○県立広島病院でセミ・オープンで事業を開始した最大の理由は，オープン病院化   

を採用する上で大きな問題点があったからではなく，オープンシステムヘの需要   

すなわち県立広島病院へ出向いて直接分娩を扱いたいという診療所，クリニック   

医師の希望が今のところないからである。また，近く開業予定の医師にも聞いた   

ところ，オープンシステムヘの希望者はいない。  

○当院での勤務経験のある医師がオープンシステムを前提に県立広島病院の近く   

で開業する，というケースでない限り，当分の問希望医師は出現しないと思われ   

る。  

○将来オープンシステム利用希望医師がいる場合は，契約書の締結など事務的体制   

を整備することに加え，分娩室，登録医の控え室などの施設面の整備が必要とな   

る。  

4）オープン病院化を推進するにあたり、  国レベルで取り組むべき事項  

についての提言   

○オープン病院化の場合．病院に出向いて分娩を扱う医師の報酬が確保されないと   

インセンティブにならないと考える。たとえば，当院での現行の分娩料15万円   

を病院と院外医師で分配した場合（その配分は未定だが），医師の満足する報酬   

にはならない可能性が高いと思う。しかし公的病院では，分娩料の決定には独自   

の原価計算システムがあり，院外の医師に対する報酬もこの枠を超えて算定する   

ことは非常に困難な現状である。   

以上から，自治体病院が新しいシステムに柔軟に対応して必要な分娩料を算定で   

きるように，国の強力なご指導がいただければと考える。  

○産科医療資源の集約化・重点化計画に基づき．中核となる病院とその他の病院・   

診療所の機能分担を進めオープン病院化を推進する場合，オープン病院に対する   

設備整備のための補助金交付（分娩数の増加に対応するための設備整備）  
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